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8） 中日新聞　The Chunichi Shimbun web 2014.7.24 他
9） 民間企業では独自に育児休業を認めている場合があるようであるが，三重県では，都道府県初の育児休
業に相当する制度を導入する（2015（平成27）年2月1日施行）。三重県公式ウェブサイト　2014（平
成26）年12月20日他
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い。それが，試験養育期間中における医療機関への受診を，ほんの少しでも躊躇させることにな
るとすれば，「子のため」の制度として本末転倒である。そこで，試験養育期間中においては，
特別養子縁組制度中に対応を組み込むことが本来望まれるだろうが，新たに設けられた親権停止
制度を活用するなどした対応も考えられる。そもそも医療ネグレクトなどによって施設側の権限
で受診させるような場合であれば問題はないが，現実的に実親の承諾が必要とされる案件におい
ては必要な対応である。
　親権停止は，親権喪失よりも柔軟な活用が求められており，文言こそ違うが特別養子縁組にお
ける要保護性と同趣旨の内容を持つといえる。つまり，特別養子縁組における要保護性が結果的
に認められる案件であれば，試養期間における親権停止が認められる条件を満たしていると考え
られよう。逆に，試養期間において親権停止を認める状況にないが，特別養子縁組は認められる
ということになれば，親権喪失，親権停止，特別養子縁組のそれぞれの要件について「違い」の
理由を明確にするとともに，その「違い」が導く効果についても議論が必要となる。
　ただ，単純に別の制度であるとして親権停止を活用することが適切ではないと判断されるので
あれば，その期間中における実親の権限について現実的な対応を新たに設ける必要があり，原則
6歳未満の子を取り巻く重要な保護の体制を整えることが十分検討されるべきである。もちろん，
家事事件手続法166条には，特別養子縁組の申立てから成立により効力が生ずるまでの間，申立
人を監護者に選任，または親権者の「職務の執行を停止」することを「養子となるべき者の利益
のため必要であるとき」に申立てすることができると定められている。しかし，現実的に共同生
活による試験養育とされる期間と特別養子縁組の申立ては，それぞれの事情により前後する場合
が考えられ，申立てが後になることにより試験養育期間の状況が大きく変わってしまう事実に目
を向けなければならない。つまり，試験養育期間そのものに配慮した対策が必要となるのである。
　ところで，実親が不明な場合，こうした手続きにおいて実親を介する必要がないということは，
現実的に，実親にとっても都合が良く，養親にとっても精神的心労を軽減する効果を持ってしま
いかねない。つまり，厳しい表現となるが，子の実親を知る権利を奪い取る状態が，実親，養親
の安寧をもたらすことになる。これでは，子に温かい家庭を与えようとする「子のため」の制度
ではなく，実親，養親のための制度といわれても仕方のないことになる。現状では特別養子縁組
制度自体が広く知られていないため，情報の拡散も限定的であろうが，今後，特別養子縁組が社
会に受け入れられ広めていくことが実現すれば，現状の対応では，実親が不明な方が何かとスムー
ズであるという情報が確実に広まると考えられる。「子のため」には優しさや都合の良さだけで
なく，守るための毅然さも必要となる。
　また，この問題は，個人情報の保護が重要な位置づけを持つ現在において，問題となり得る。
もちろん，特別養子縁組が成立する過程で審判書などにより双方の住所氏名の把握が可能である
とはいえ，その前段階の試養期間中にそうした情報交換がなされる実態を如何に捉えるべきであ
ろうか。双方ともに所在を知りたくない知られたくないという事情もあるだろうし，養親として
は実親の干渉に不安を覚えるのが一般的な気持ちである。普通養子縁組であれば子にとって双方
が親となるが，特別養子縁組では養親だけが親となるのであり，そもそも養親と実親とは法的な
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関係になく，情報交換が必然とされなければならない立場でもなかろう。逆に，アレルギーの問
題など実親が知り得る情報は伝えられる必要があり，時には子の生命をも脅かすことになりかね
ない。実際には施設や児童相談所が間に入っていることがほとんどであり，うまく機能している
のであろうが，現実的に不安が感じられている実態がある限り，試験養育期間における細かな法
の対応が必要である。
（3）離縁について
　特別養子縁組について，離縁は不可能だと受け取られていることが多いようである。しかし，
要件が厳しく養親から離縁を申立てられないなど現実的には難しいが，離縁の件数はゼロではな
い。ただ，離縁の情報が閉ざされているため 10），どのような状況で離縁が認められているかは分
からない。実親・養親，そして子に配慮するために情報は公表されないのであろう。しかし，そ
うした「分からない」状況は，結果として離縁を不透明な存在にし，「養親からは離縁ができな
いが，実親による相当の監護の可能性が離縁の要件にあることから，実親が子を返して欲しいと
訴えれば，子を返さなければならないのか」という誤解を生みかねない不安定な状態にあること
を受け止める必要がある。また，詳細は不明であるが，養親の離婚に伴い特別養子との離縁も成
立，その後，その子は施設に移されたという話を耳にしたことがある。本当に子が施設で生活し
ているとすれば，どのような経緯によって離縁が成立したのか不可解である。詳細が分からない
ため検証もできないが，今後，特別養子縁組制度を広めていくことが「子のため」に求められる
のであれば，公表されないことによる関係者の不安という面にも目を向けなければならない。
　親権をはじめとする法的な問題だけでなく，「子は実親に育てられるのが一番幸せ」という一
般的な定型文は，果たして本当に「子のため」に向けられているのであろうか。特別養子縁組制
度の離縁は，常にこの問題を人々に問うていると考えるべきである。
おわりに
　今回，特別養子縁組制度を考えるにあたり，様々な現状や意見などに直接触れる機会を得られ
たことは，大変，意味深いことであった。今後の研究に活かすとともに，さらに視野を広げて多
方面の「声」を伺い，この制度がより良い状態で活用されるよう微力を尽くしたい。
　児童養護施設や乳児院での取り組み，苦労などは広範囲であり，研究の趣旨から残念ながら本
稿ではすべてを取り上げられていないが，とくにライフストーリーワークをはじめ，子の生い立
ちや将来的な子の出自を知る権利について，多くの気持ちが注がれていると感じ取れた。当事者
であるにもかかわらず意思も意向も要件とされ得ない存在である子に対して，ようやく一つの形
10） 離縁件数自体が少ないが，内容は公表されていない。「平成24年12月末現在の司法統計によると，43件
の申立てがあり，17件が認容されていると報告されています。しかし，その内容については，まったく
明らかにされていません」岩﨑美枝子「子どもの養子縁組ガイドブック―特別養子縁組・普通養子縁組
の法律と手続き」33頁（明石書店，初版，2013）
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が実を結ぶ気配を見せていることは評価されるべきであると考える。
　そうしたなか，今回は機会に恵まれたことから熊本県での調査となったため，どうしても慈恵
病院が取り組む「こうのとりのゆりかご」の存在を避けることはできない。無論，ここでは肯定
も否定もする立場ではなく，本稿の趣旨からも何らかの判断をすることは適切ではない。ただ，
遺棄（幇助）罪や児童虐待防止法などの問題，「親」であると名乗り出た者が，強制が馴染まな
い個人情報中の個人情報であるDNAでの確認を拒否した場合にどのようにして親子関係を確認
するのか 11），そして，数例認められている特別養子縁組において，「預けただけ」という認識の実
親が引き取りにきた場合にどう対応するのかなどの懸念は現実的に消えない。
　それらを一旦置くとしても，今回，子の出自を知る権利の現実的な要望に接したとき，親の匿
名性の重視 12）は，結果として子の命を守ることになるかもしれないが，それは特別養子縁組制度
などが求める「子のため」とは若干異なる姿を見せているといえるだろう。つまり，「子のため」
の真実告知の必要性を前提としたとき，権利の主体たる人が生まれながらにして持つと考えられ
る出自を知る権利の「確保」を放棄させざるを得ない事実に注目せずにはいられないのである。
当然，事情を持つ「親」の立場に立った対策は必要なのであり，そうした活動は高く評価されな
ければならない。しかし，「子」が注目される結果，この活動を受け止める社会の目には，守る
べきであるとして注目されるもの（子）と実際に守られるもの（親）のズレが生じているように
感じ取られ，その結果，賛否両論を生み出しているのではないか。今後，より一層の検証が重ね
られることになるだろうが，目指すべき目標は同じであっても，「出自を知る権利」を含めた「子
のため」を重視する立場と「こうのとりのゆりかご」とは，交わることのない道を進んで行きな
がら「子のため」の模索を続けていくことになるのかもしれない。
　結局のところ，里親や特別養子縁組などに対する周囲の理解が大きな影響を与える社会におい
て，法制度は「血のつながり」といった法以前の問題を超えることができないのかもしれない。
これは親子関係の「破綻」が法の視野に明確に入らないことからも明らかであるといえる。だと
すれば，それは，法の限界として諦めるのではなく，法の姿勢と役割を明確に示し，時には毅然
とした態度を堅持していくことが求められていると受け止めるべきである。特別養子縁組制度は，
代理母や生殖補助医療などの問題にも広がりを見せるが，里親制度や親権を含め，現実的に存在
する「子のため」に，どのような対応を示していくことが可能であるか常に注目されなければな
らない。そして，美辞麗句だけではない姿勢を示すことで，わが国における「子のため」の法律
を作り出すための試金石として鍛え上げられていかなければならない制度なのである。
11） 「こうのとりのゆりかご」では，預ける際に親に向けた「手紙」を受け取るシステムになっており，そ
の手紙が預けた証明になるが，その手紙を所持しているだけで親子関係が証明できるというものでもな
いだろう。
12） 匿名性については「子どもの人権及び子どもの養育環境を整える面から最後まで匿名を貫くことは容認
できない」とされており，徐々に変化があるかもしれない。「こうのとりのゆりかご」第3期検証報告本
編52頁（熊本市，2014）
